
１　概要

（１）決算規模が歳入、歳出とも平成１５年度より縮小した。

歳入の主な要因　 ： 地方交付税、国庫支出金の減少。

歳出の主な要因　 ： 人件費、公債費、災害復旧事業費の減少。

（２）実質収支は前年度より３０億円増加し３４億円の黒字となった。

（３）財政指標面では、起債制限比率は１３．３％（対前年度△0.5ポイント）と改善しているが、経常収支

比率は９３．８％（対前年度＋3.3ポイント）と悪化し、引き続き９０％台で推移している。

（単位：百万円）

（注）実質収支　　　：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額。

単年度収支　　：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。

実質単年度収支：当該年度の単年度収支に基金積立額、繰上償還額を加え、基金取崩額を差し引いた額。
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（１）県税は、法人二税の増加により、総額では２年連続で前年度を上回った。

（２）地方交付税は、地方財政対策等により減少した。

（３）国庫支出金は、農林水産業費、教育費、災害復旧費で大きく減少した。

（４）県債は、臨時財政対策債の減額措置により、総額では平成１５年度を下回った。
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３　歳出

歳出の目的別、性質別の主な内容については以下のとおりです。

目的別

（１）最も構成比が高いのは教育費で２７．６％、次いで公債費１４．７％、土木費１２．６％、農林水産

業費９．２％の順となっている。

（２）商工費、総務費等で増加した。

増加した主な要因 ： ①商工費（＋47億円）    →　中小企業経営安定資金等貸付金増加の影響。

②総務費（＋37億円）　　→　青葉山県有地明渡料による影響。

（３）災害復旧費、公債費、教育費等で減少した。

減少した主な要因 ： ①災害復旧費（△59億円）→　宮城県北部連続地震被害対応の減少による影響。

②公債費（△40億円）　　→　元利償還金の減による影響。

③教育費（△29億円）　  →　人件費減の影響。

（単 位：千円，％）

区　　　　　　分 平 成 １ ６ 年 度 平 成 １ ５ 年 度

　 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

議 会 費
1,754,230 0.2 △ 4.6 1,839,491 0.2 0.5

総 務 費
45,142,010 5.7 8.8 41,478,335 5.2 △ 5.6

民 生 費
62,406,125 7.9 △ 0.4 62,646,107 7.9 △ 5.1

衛 生 費
22,067,245 2.8 2.2 21,587,216 2.7 6.7

労 働 費
5,367,752 0.7 0.5 5,339,887 0.7 △ 15.9

警 察 費
50,384,314 6.4 △ 1.1 50,921,832 6.4 4.6

教 育 費
217,559,921 27.6 △ 1.3 220,507,074 27.8 △ 2.1

49.6

農 林 水 産 業 費
72,533,207 9.2 △ 2.6 74,473,916 9.4 △ 4.9

災 害 復 旧 費
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99,167,776 12.6 △ 2.4 101,635,147 12.8 △ 9.0
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14.7 △ 3.3

46,406,569 5.96.5 10.2

9,243,921 1.20.4 △ 63.5

△ 0.5

諸 支 出 金
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公 債 費
115,960,898

793,193,852 100 △ 1.4

目的別

計
787,582,046 100 △ 0.7

119,919,620 15.1



性質別

（１）義務的経費は平成１５年度よりも減少した。

主な要因 ： ①人件費（△52億円）　→　緊急経済産業再生戦略に伴う給与削減等の影響。

②公債費（△40億円）　→　元利償還金の減の影響。

（２）投資的経費については、普通建設事業費が昨年度並みであったものの、災害復旧費が宮城県北部連続地

震被害対応の減により減少し、投資的経費総額では減少した。

（３）その他経費では、補助費等、貸付金等が平成１５年度より増加し、その他は減少した。

　

　

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

物 件 費

そ の 他 経 費
228,917,004 29.1 219,119,565 27.6

決算額 構成比

7.04.5

増減率

性　質　別

区　　　　　　分 平 成 １ ６ 年 度 平 成 １ ５ 年 度

（単 位：千円，％）

　 決算額 構成比 増減率

義 務 的 経 費
407,311,713 51.7 △ 2.3 416,889,322 52.6 △ 2.3

274,440,419 34.8 △ 1.9 279,648,082 35.3 △ 1.4

△ 22.9

115,679,237 14.7 △ 3.3 119,654,270 15.1 △ 0.5

17,192,057 2.2 △ 2.2 17,586,970 2.2

157,184,965 19.8 △ 9.0

147,977,488 18.8 0.0 147,941,044 18.7 △ 11.2

151,353,329 19.2 △ 3.7

3,375,841 0.4 △ 63.5
災 害 復 旧 事 業 費

9,243,921 1.2 49.6

計
787,582,046 100.0 △ 0.7 793,193,852 100.0 △ 1.4
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3,781,047 0.5 △ 14.2 4,404,308 0.6 48.5
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維 持 補 修 費

3,142,559 0.4 17.6

131,947,397 16.8 8.3 121,834,245 15.4 4.7

4,903,768 0.6 △ 35.71,555,384 0.2 △ 68.3

6.5 7.1

△ 3.2
繰 出 金



財政指標等の年度別推移　 （平成11年度～平成16年度）

※地方債現在高には、特定資金公共投資事業債を含んでいない。

地方税＋地方交付税
　　　＋臨時財政対策債

480,032 503,856 497,130

財 政 指 標 等 平成１２年度平成１１年度 平成１６年度平成１５年度平成１４年度平成１３年度

財 政 力 指 数 0.52207 0.48363 0.45554

公 債 費 比 率 16.9 17.0 19.1

13.9 13.8 13.3

0.45845 0.46261 0.47026

16.9 17.8 18.4

起 債 制 限 比 率 11.9 12.6 13.8

地方債現在高
　     （単位：百万円)

1,284,648 1,303,331 1,305,426 1,316,615 1,334,500 1,352,618

標準財政規模
　　　 （単位：百万円)

444,345 455,432 447,484 434,729 409,156 399,199

　標準財政規模に対する比率 0.11 0.13 0.14 0.15 0.14 0.09

経 常 収 支 比 率 88.9（89.2） 85.3（85.9） 90.7（92.7） 91.6(97.6) 90.5(102.1) 93.8(103.9)

積立金現在高
     　（単位：百万円)

49,912 59,338 61,676 64,585 57,853 35,915

うち財政調整４基金 16,751 26,223 27,787 30,561 30,197 16,739

　標準財政規模に対する比率 2.89 2.86 2.92 3.03 3.26 3.39

476,828 489,706 468,348

（ ）は、臨時財政対策債・減税補てん債・臨時税収補てん債を経常一般財源から除いた比率。



各　種　指　標　の　解　説

財政力指数 地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３カ

年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力を示す指数として用いられる。基準財政収入額は、地方

公共団体が標準的に収入しうると考えられる地方税等のうち基準財政需要額に対応する部分とされ、

都道府県では標準税率で算定した当該年度の収入見込額の１００分の８０（Ｈ１５からは７５）の額

とされている。

基準財政需要額は、地方公共団体が妥当かつ合理的な平均水準で行政を行った場合に要する財政需

要を示す額とされている。財政力指数は、1に近くあるいは１を超えるほど財源に余裕があるものと

され、１を超える団体は地方交付税の不交付団体となる。

（最近の全国平均値の推移）

経常収支比率 人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等を中心

とする経常的な収入たる一般財源がどの程度充当されているかをみることにより、当該団体の財政構

造の弾力性を判断する指標として用いられる。

（最近の全国平均値の推移）（単純平均）

※( )内は、減税補てん債、臨時財政対策債を経常一般財源から除いた場合の値

公債費比率 公債費の一般財源に占める割合を指す。具体的には次の算式により求める。

 Ａ－（Ｂ＋Ｃ） Ａ：当該年度の普通会計に係る元利償還金 

Ｄ－Ｃ Ｂ：元利償還金に充てられた特定財源

Ｃ：災害復旧費等に係る基準財政需要額

Ｄ：標準財政規模　＋　臨時財政対策債発行可能額

（最近の全国平均値の推移）（単純平均）

起債制限比率 標準財政規模に占める公債費に充当された一般財源（交付税措置分を除く）の割合。この比率が

２０％を超えると、一般単独事業債など一部の地方債の発行が制限される。

具体的には次の算式により求める。

Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｅ） Ａ：当該年度の普通会計に係る元利償還金 

Ｄ－（Ｃ＋Ｅ） Ｂ：元利償還金に充てられた特定財源 

Ｃ：災害復旧費等に係る基準財政需要額

Ｄ：標準財政規模　＋　臨時財政対策債発行可能額

Ｅ：普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入

 された公債費

（最近の全国平均値の推移）（単純平均）

標準財政規模 地方公共団体の一般財源の標準規模を示すものである。地方公共団体が、実質収支において標準

財政規模の５％を乗じて得た額以上の赤字を出した場合は、地方財政再建促進特別措置法を準用し

て、財政再建を行う場合でなければ、地方債をもって建設事業等の財源とすることができないとさ

れている。

平成１５年度 　平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

0.40786 　0.46116 0.42853 0.40501 0.40573

平成１５年度 　

91.5(98.1) 89.1(102.5) 　

平成１５年度 　

87.4(87.7) 86.0(86.6)  88.9(92.1)

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

17.6 　

平成１１年度 平成１２年度

17.3 16.5 17.0 17.5

平成１３年度 平成１４年度

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 　

12.5 　11.7 12.2 12.6 12.6


